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R05.09.26 基調講演（畠山陽二郎氏） 

 

この会合、投資家や企業の皆様の間でさまざまな意見、見識を共有いただくという意味で、

大変貴重な意義深いイベントだと思っている。何より GX 経済移行債、さらにトランジショ

ン・ファイナンスを進めていかなければいけないという政策当局者として、いかによいもの

にしていくのか議論していただくのは大変ありがたい。 

 

私からは GX をめぐる世界の潮流などの政策対応、特に GX 経済移行債と同債を活用した先

行投資支援について話したい。 

 

世界におけるカーボンニュートラルの取り組み状況を見ると、世界では実に 158 の国・地域

がカーボンニュートラルを期限付きで宣言している。GDP のカバレッジで言うと 94％、もう

大概の国が何らかの形で宣言しているという状況だ。そういう中で、日本もまずは 2020 年

10 月にカーボンニュートラルを宣言した。昨年 5 月、岸田文雄内閣総理大臣から国際公約

を含めてスピーチをしていただいた際、カーボンニュートラルを実現していく上で、今後 10

年間で官民合わせて 150 兆円超の投資を実施していくと語った。これは CO２の排出削減のみ

ならず、それを中期的な成長戦略の柱とすると話されており、そういう意味で GX は、我々

の想像ではあるが、排出削減プラス成長だということで位置付けている。 

 

150 兆円超の新たな投資を引き出すために、一つは、成長志向型のカーボンプライシングを

やるということと、二つ目に、規制・支援一体型の投資促進策を講じていくという、二点を

総理からも宣言していただいている。 

 

世界もカーボンニュートラルに向けて、我々が GX と呼ぶところの政策を相当な強度で進め

ている。アメリカ、EU など世界でもいろいろなタイプがあるが、アメリカは 10 年間で約 50

兆円規模の政府支援を行うと言っている。減税が主体だが、メインはむしろカーボンニュー

トラル関連の投資の呼び込み、経済成長に重点を置いた施策になっている。ユニークなもの

としては、例えば水素生産などでも、1 キロ水素を生産するために 3 ドル減税とか、生産す

ればするほどインセンティブが膨らむという設計にしている。今年の税制改正要望ではそ

ういう日本にはない税制要望もしており、過去に例がないため怒られたりもしているけれ
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ども、ぜひとも実現したいと思って取り組んでいる。 

 

EU はどちらかというと排出削減に重点を置いていて、2005 年からやっている排出量取引制

度の運用をより進めてきている状況だ。アメリカがあまりにも魅力的な投資促進策を講じ

ているものだから、そういう産業政策的な支援もやっていかなければいけないという考え

に EU もなっている。 

 

このような中で日本が何をするかというと、先程の成長志向型カーボンプライシング構想

がある。これは今年通常国会に法案を提出して、実際できるようになったわけだが、幾つか

のパーツになっている。これで 10 年間 150 兆円超の投資を引き出す。 

 

まず一番目は、10 年間 20 兆円規模の先行投資支援を政府としてやっていこうということ

だ。財源は、究極的には（２）番で掲げているカーボンプライシングだが、プライシングを

いきなりやると負担になる。まずは GX 経済移行債、これは財源付きの国債で、これを発行

することで、10 年間 20 兆円の政策支援の原資にしようということだ。この GX 経済移行債

を、しかもトランジション・ボンドの形で発行する。世界でそういう例はまだない。国債を

トランジション・ボンドの形で発行することで、民間のトランジション・ファイナンスの活

性化を後押ししていきたい。 

 

カーボンプライシングの中身はもちろん GX 経済移行債であり、国債なので償還しなければ

いけない。2050 年までに償還するので、当然その償還財源という意味もあるが、より大き

な意味は、炭素排出に値段が付くということだ。これによりカーボンニュートラルというか

CO２を出さない形の事業あるいは製品がより競争力を持つ形にしていく。最初は（１）の支

援で CO２の削減をまず促す。企業に負担がかかるため、時差を設けることで、負担がすぐに

はかからない格好にする。それから、徐々に負担が増えていくという設計にすることで、よ

り早期の段階からの GX 投資を促す、そういう効果も狙っている。 

 

具体的には 2026年から排出量取引制度を本格稼働させるし、その排出量取引制度は 2033年

以降、発電事業者に対して、EU も行っている有償オークション制度を導入する。100 万トン

CO２を排出するのであれば、100 万トンのうちの一部または全部の排出量の排出枠を政府か
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らオークションで購入してもらわなければいけない。排出に値段が付くということだ。2028

年度からは化石燃料賦課金を導入することで、輸入事業者が化石燃料を輸入するときに賦

課金がかかることにしていく。 

 

少し具体的な話をしていくと、７ページが今年の通常国会で法律を通して可能になった GX

推進法だ。一つが、①の予見性確保は、国が複数年度で政策をコミットできるということだ。

10 年間 20 兆円の資金、これは通常で言うシーリングの対象外であり、それに対し必要な資

金はきちっと手当てをしていく。 

 

②がトランジション・ファイナンスの拡大。GX 経済移行債も法律によって発行できること

になったわけで、トランジション・ボンドの形で発行することでトランジション・ファイナ

ンスを拡大させていく。 

 

③がリスク許容度の高いファイナンス手法の確立だ。GX 投資は、どうしてもリスクが伴っ

たりするものなので、国がその一部を引き受けるということで、GX 推進機構という民間法

人を立ち上げる。ここで債務保証などを行って、ブレンデッド・ファイナンスを進めていこ

うとしている。 

 

④はカーボンプライシングだ。世界でも国際戦略によって進めていかなければいけない。 

GX 経済移行債、どんなスケジュールでやっていくのか。トランジション・ボンドの形で発

行するので、セカンド・パーティー・オピニオンが必要になる。これをこの秋に取得し、年

明け、これは年度内に発行することになるので、何回かに分けてトランジション・ボンドの

形で起債していく形態を取りたい。金額は 1.6 兆円が限度で、例えば今年補正で GX 支援策

が手当てされると、さらに（規模が）膨らむ可能性もある。 

 

10 ページ、トランジション・ファイナンスは、カーボンニュートラルを進めていくために

は、電化をするとともに電源を非化石化する、これは非常に大事な取り組みだ。加えて、そ

れだけではカーボンニュートラルにはならなくて、電化ができない熱需要だとか、あるいは

エネルギー市場ではないが、産業、製造業などで原料として、例えば化学産業などはナフサ

を使っている。原料で使ったとか、あるいは鉄鋼などのように、鉄鉱石を還元するプロセス
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で CO２が出てしまうもの。では、どう脱炭素化していくのか、極めて大事な取り組みになる。

これまでグリーンファイナンスの対象にはなっていないので、トランジション・ファイナン

スの対象になる。トランジション・ファイナンスは、ようやく 1 兆円規模になったが、グリ

ーンファイナンスに比べるとまだまだで、むしろ技術が確立していない。あるいは社会実装

もこれからという意味では、先ほど申し上げたトランジション・ファイナンスが対象にする

ような熱需要の脱炭素化だとか、あるいは産業プロセスの脱炭素化など、実現までに時間も

かかるものだから、こういうものの方が急がなければいけない。だが、正直言って遅れてい

る状況なので、トランジション・ファイナンスをどう後押ししていくのかというのが極めて

重要になる。 

 

11 ページ、トランジション・ボンドで出すときの資金使途などを定めたフレームワークは、

セカンド・パーティー・オピニオンの対象になり、今まさに作成している状況だ。 

 

13 ページ、GX 経済移行債を発行して、どういう分野について支援策を講じていくのかとい

うことになる。全部を網羅的に挙げているわけではないが、今年 2 月、GX 基本方針を定め

たときにも、担当部署で 22 分野を掲げている。そういう重要分野について、年末までに今

後 10 年間の分野別投資戦略というのを決めていきたい。その中には、当然供給側でどうい

う投資をするのか、需要をつくっていくためにどういう措置を講じていくのか、政策支援は

どういうものが必要なのか、どういうものを講じていくのかなどを盛り込んで支援策を固

めていきたい。 

 

カーボンプライシングは、2026 年、28 年、33 年に段階的に導入する排出量取引と、炭素に

対する賦課金（化石燃料賦課金）を組み合わせる形でやる。これらを組み合わせるのは、そ

れぞれ一長一短があるからだ。まず、排出量取引は排出削減に非常に効果的だと言われてい

るが、各企業の排出量をコントロールするものだから、どうしても全企業を対象にするとい

うわけにはいかない。実際 EU でも、CO２のカバレッジでいうと 4 割ぐらいの企業が対象に

なっており、残り 6 割は対象になっていない。これを埋めるのが化石燃料賦課金であり、全

企業を対象にできるものだから、より広く GX に向けたインセンティブを与える形にしたい

と思っている。 

15 ページ、16 ページに排出量取引制度と炭素に対する賦課金の制度設計がある。15 ページ
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をご覧いただくと、排出量取引制度は足元で試行を始めた。これを 2026 年には本格稼働さ

せて、規律がより働く仕組みにしていく。取引がより行われるような、そういう市場にして

いく。その上で、第３フェーズで、今決まっているのは 2033 年度から発電事業者について

は有償オークションを入れていくということだ。これをどういう展開にしていくのかは、こ

れから現状を踏まえて議論をさらに深めていく。2025年の通常国会には、今年通した GX 推

進法の改正法を出すことが法定されており、排出量取引制度の法定化も含めて検討してい

く。 

 

私からの話は大体以上で、まさに GX 経済移行債を発行し、そこで得られた資金で政策支援

を行って、CO２を減らす取り組みを進める。最終的にはカーボンプライシングにかかってく

るわけだが、その前に、CO２を削減していくための投資、それをやっていくということが期

待をされている。これを担う大きな柱がトランジション・ファイナンスになるわけだ。本日

の議論を踏まえ、制度設計をより具体化していきたい。 

 

（了） 


